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〔事例１〕 

「福井県における在宅医療の推進について」 

～「在宅医療コーディネートモデル事業」に 

向けて ～福井・坂井医療圏における取組みを 

中心に 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例提供者 

安井 裕子 （福井県坂井保健所） 
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福井県における在宅医療の推進について
～「在宅医療コーディネートモデル事業」に向けて～

福井・坂井医療圏における取組みを中心に

平成20年7月25日
福井県坂井保健所

安井裕子

東海北陸ブロック保健所長会研修会

福井県の療養病床転換計画
平成20年3月

２６２４７７０４２３７１１８１，６００２，９６８県合計

８５４７３７３１１０８３７３６１，４３４福井・坂井圏域

３６２２５６２１２０４２２４０１，０２２介護療養病床

２２６２５１４２１１７７６１，３６０１，９４６医療療養病床

廃止特養・GH老健施設一般病床
回復期
リハ

医療療養

転換計画 (平成24年度）
病床数
（H19.4）

・共働き世帯の割合が全国で最も高く、医療ニーズのある高齢者を自宅で見ることが困難

・全国に比べて、入院患者の85歳以上の割合が高い

・全国に比べて、在宅療養支援診療所が少なく、療養病床は小規模医療機関が多く、回復期リハ
が少ない
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平成19年度

県医療計画策定における取組

福井県医療審議会（3回）

４疾病の部会（各２～４回）： がん、脳卒中、急性心筋
梗塞、糖尿病

６事業の部会（各１～４回） ：小児医療、産科医療、救
急・災害医療、へき地医療、在宅医療

在宅医療部会（４回）
構成：部会長（県医師会理事）、医師（大学病院、急性期病院ホスピ
ス、町立診療所）、訪問看護師（訪看ステーション連絡協議会長）、
介護支援専門員（連絡協議会理事）、急性期病院地域医療連携担
当、県医務薬務課、保健所長

県医療計画(在宅医療)の概要
平成20年3月

「ふくい在宅安心ネット｣の構築

施策の内容

１．チームによる在宅医療体制の確保（コーディネーター設置）

２．多職種のスタッフによる円滑な連携の推進

⇒ 県内5地区での在宅医療推進協議会の設置

３．在宅医療技術の向上

４．在宅医療に対する意識啓発：相談窓口、シンポジウム

目標

在宅医療推進のためのコーディネーター設置 ５地区
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2次医療圏（福井・坂井）の概要
人口：411,347人 (県の50.6％)

高齢化率：２２．８％

市町数： ３市１町

構成市町：福井市、永平寺町

あわら市、坂井市

・福井・坂井医療圏
・奥越医療圏
・丹南医療圏
・嶺南医療圏

＜地域の社会資源＞
病院 ４３ 診療所 ２８１
療養病床：医療 850 介護 540
介護施設（特養・老健）定員 3,203
在宅療養支援診療所 ２０
指定訪問看護ステーション ２４

平成19年度

計画策定への保健所の関わり

福井・坂井地域医療連携体制協議会（3回）
目的：4疾病について、地域の医療機関における機能分担及び連携

体制の検討

福井・坂井地域在宅医療連携協議会（3回）
目的：在宅医療を推進するための施策及び急性期から維持期までの

医療機関の連携の仕組みについて検討する

医療連携WG（3回）
構成：医師（病院、診療所）、医療連携担当（急性期・回復期病院）

在宅医療WG（3回）
構成：医師（大学病院、維持期病院、診療所）、歯科医師、薬剤師、介護
支援専門員、訪問看護師、理学療法士、地域包括支援センター
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在宅診療ネットワーク在宅診療ネットワーク

地域連携パス地域連携パス

診療所・在宅サービス・特別養護老人ホーム・医療強化型老人保健施設

一般病院（急性期病院）

回復期リハビリ病院

療養型病院（医療型）

老人保健施設・地域密着型サービス

改善を目指す
連携

増悪に対処
する連携

診療連携
模式図

（提供：福井大学医学部付属病院 第２内科 山村 修先生）

医療連携WG ：課題解決に向けて

①医療機関の機能情報の共有化
医療機能情報提供制度

付加情報：受け入れ可能な患者の状態・ADL・医療区
分・要介護度、リハビリの体制、往診の範囲、歯科診
療所との連携、在宅ホスピスの対応等

②急性期から維持期までの医療機関、介護施設
が継続して協議できる場の設置

2次医療圏または保健所単位

③地域連携クリティカルパスの活用に関して意
見交換できる場の設置
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・大腿骨頚部骨折連携パス
・脳卒中連携パス

嶋田病院
（連携医療機関）

・大腿骨頚部骨折連携パス（県立、済生会、日赤、福井総合との合同）
・脳卒中連携パス（県立、済生会、日赤、福井総合との合同）

福井総合病院

・大腿骨頚部骨折連携パス
・脳卒中連携パス（県立、済生会、日赤、福井総合との合同）

福井大学医学部附属
病院

・大腿骨頚部骨折連携パス（県立、済生会、日赤、福井総合との合同）
・脳卒中連携パス（県立、済生会、日赤、福井総合との合同）
・胃がん術後連携パス
・大腸がん術後連携パス
・インターフェロン連携パス
・妊娠経過連携パス
・糖尿病連携パス（試験運用中）
・乳がん術後連携パス（試験運用中）

福井県済生会病院

・大腿骨頚部骨折連携パス（県立、済生会、日赤、福井総合との合同）
・脳卒中連携パス（県立、済生会、日赤、福井総合との合同）
・悪性疾患連携パス

福井赤十字病院

・大腿骨頚部骨折連携パス（県立、済生会、日赤、福井総合との合同）
・脳卒中連携パス（県立、済生会、日赤、福井総合との合同）
・大動脈解離地域連携パス
・狭心症・心筋梗塞地域連携パス
・糖尿病合併症地域連携パス
・胃がん連携パス
・大腸がん連携パス

福井県立病院

地域連携クリティカルパス（平成20年6月現在）医療機関名

在宅医療WG：課題解決に向けて

①円滑な連携を進める上での「多職種参加型連
携会議」の設置

大きな単位：地域の在宅医療体制の整備

小さな単位：転院（退院）調整など個々のケース会議

②在宅医療に関する普及啓発活動を進めること

対象：患者・家族や一般住民

急性期病院の医療者

③終末期医療に対する法整備の必要性
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平成２０年度からの保健所の取組み

福井・坂井地域保健医療推進協議会（１回）

福井・坂井地域医療連携・在宅医療推進

協議会（３回）

WG①：チームによる在宅医療体制の確保

WG②：在宅医療コーディネート事業

WG③：退院時カンファレンスのモデルづくり

WG④：病院間の顔の見える連携づくり

在宅医療コーディネート事業(県）

目的：在宅療養・緩和ケアを希望する患者等への
適切な支援→地域における在宅医療体制の整備
モデル地区：個々の市町単位、広域連合、保健所

単位、2次医療圏単位
コーディネート機能を有する機関

地域の中核病院、地域の医師会など

県の支援（平成20－22年度）
推進会議の設置
経費負担：3年間の補助（補助率1/2： 3,000千円上限）
県内２地区→５地区へ拡大
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主治医：定期的に訪問診療

副主治医：必要に応じ往診
と主治医不在時
のバックアップ

協力医：ネット上他での
相談
必要に応じて往診

病院医師：診療上の相談、
病態の変化に応じ
再入院等の対応

＊在宅に関わる、ケアマ
ネ・訪問看護師・ヘルパー
他との密接な情報交換も必
須
（電話連絡・連絡ノート・
ケアカンファレンス等）

（提供： 長崎在宅Dr.ネット理事 安中 正和先生）

長崎型在宅診療ネットワーク

急性期・回復期リハ病院
からの退院予定情報

訪問診療所
連携診療所

（約１００診療所）
地域包括支援センター

居宅支援事業所
訪問看護ステーションなど

事務局

大メーリングリストで情報伝達

個別患者ネットワーク個別患者ネットワーク

主治医（診療所）

ケアマネージャー

訪問看護師

連携医（診療所）
皮膚科・耳鼻科・歯科・整形外科など

副主治医（診療所）

薬剤師・栄養士

ヘルパー

小メーリングリストで情報交換

急性期病院・療養病院医師

（提供：福井大学医学部付属病院
第２内科 山村 修先生）
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在宅医療コーディネーターの業務

１）在宅主治医、専門医の紹介
在宅主治医・副主治医、専門医の登録

退院時の調整(医療機関、患者家族の依頼）

２）協力病院の確保 (在宅医療のバックアップ）

３）相談窓口の開設
患者家族、医療従事者間のクレーム等対応

４）在宅医療に関する実技研修の実施

５）医療材料の共同購入
共同発注事務(カテーテル、経管栄養セットなど）

推進会議の設置（坂井地区）

構成：地区医師会、コーディネート機関の担当者、

診療所、協力病院、急性期・回復期病院、

訪問看護ステーション、介護支援専門員、

薬局、地域包括支援センター等

事務局：保健所

業務
１) モデル地区内の取組状況の分析と評価

２) コーディネート機能を担う機関の活動支援

３) 地域における在宅医療体制の整備
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坂井地区脳神経疾患
診療連携懇話会

メンバー：福井大学病院（神経内科医師）、坂井地
区医師会、福井市内の急性期・回復期病院（医師・
地域連携スタッフ）、地区内の医療・介護関係者、
行政機関

平成１８年：有志による勉強会として発足
平成１９年：研修会(脳卒中診療連携）、事例検討
平成２０年：「坂井ホームリターンネット（HRN）」

システムのスタートと拡大を目指す
現在：診療所２、病院１、事業所１のグループ診療

在宅医療推進のために
（保健所は調整役）

チームによる在宅医療体制の確保

①在宅医療連携モデルづくり

②在宅医療コーディネート機関の立ち上げ・サポート

多職種のスタッフによる円滑な連携の推進

①退院時カンファレンスのモデルづくり

②在宅医療推進協議会の開催

在宅医療に対する意識啓発

①症例検討会・研修会

②患者・家族、住民の相談

・できることから
・症例の積み重
ねから一歩ずつ

患者の望む生活の
実現のために
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〔事例２〕 

「介護サービスと連携した飛騨地域の 

脳卒中医療連携クリティカルパス」 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例提供者 

小窪 和博 （岐阜県飛騨保健所長） 
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介護サービスと連携した介護サービスと連携した
飛騨地域の脳卒中医療連携飛騨地域の脳卒中医療連携

クリティカルパスクリティカルパス
2008年7月25日

岐阜県飛騨保健所

所長 小窪和博

管内の概要

・管内自治体
高山市、飛騨市、白川村、下呂市

・面積と人口
面積：４,１８３ｋ㎡

(富山県とほぼ同じ）

人口：約１６万４千人
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飛騨地域

管内の特徴①

広い面積と少ない人口

人口密度(平成18年度）

岐阜県： 198.1人／ｋ㎡

管内 ： 39.2人／ｋ㎡
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管内の特徴②

進む高齢化

６５歳以上の老齢人口

(平成18年度）

全国 ：20.8％
岐阜県：21.6％
管内 ：27.1％

背景

• 飛騨地域は広域であるため、都市部と異
なった医療体制を構築する必要があった。

• 平成2年度から「飛騨地域脳卒中情報シス

テム事業」が行われていた。

（脳卒中の発生動向を把握し、地域の脳卒中

及び寝たきり予防対策に活用）
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脳卒中情報システム事業

• 平成2年度～

脳卒中情報システム事業開始

• 平成12年度

県事業としては終了

地域予算として飛騨地域は継続実施

脳卒中情報システム事業の概要
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飛騨地域脳卒中システム事業に
伴う効果①

• 脳卒中の発症が他の地域と比べて高い

予防活動の展開につながった

・脳卒中発症者の事例を通し、保健・福祉

医療機関等の関係者が検討を重ねた。

１．病院と市町村の相互理解の促進

・退院後の生活指導

・病院窓口の一本化

・課題の共有

２．

・病院コーディネーターと市町村保健師

の連携

・在宅療養へのスムースな移行

飛騨地域脳卒中システム事業に
伴う効果②

療養者本位の在宅保健福祉サービスの

早期提供
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クリティカルパス作成まで

• 平成18年度

飛騨地域脳卒中情報システム終了

• 平成19年2月26日(月)
平成18年度飛騨地域ねたきり予防推進委員会の

開催

引き続き脳卒中クリティカルパス導入
を検討していくことを発表、賛同を得る

クリティカルパス作成まで

• 平成19年3月1日(木)
平成18年度飛騨地域保健推進協議会

保健医療計画の中で脳卒中クリティカルパス
導入について検討について了承

• 平成19年4月28日(土)
高山市医師会

脳卒中クリティカルパス導入についての検討
を開始する旨の報告
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目的

• 脳卒中患者が地域内で安心して
回復を行うための、医療・ 予防

を含めた連携システムの構築

• 脳卒中の治療成績向上、発病率
の低下医療資源の有効活用

飛騨地域脳卒中クリティカルパス
導入検討会議

参加メンバー（15人中8人 医師以外）

医師会 2カ所

各市村（包括支援センター） 3カ所

急性期病院地域連携室 3カ所

訪問看護（訪問看護ステーション）1カ所

老人保健福祉施設 1カ所

県関係者(飛騨振興局福祉課・飛騨保健所）
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飛騨地域脳卒中クリティカルパス
導入検討会議

ワーキングメンバー

（25人中15人 医師以外）

医療機関(地域連携室等） 2カ所

訪問看護ステーション 1カ所

老人保健施設 １カ所

市村(福祉関係） 1カ所

県関係者(飛騨振興局・飛騨保健所）

飛騨地域脳卒中クリティカルパス
導入検討会議

• 平成19年8月30日
第1回飛騨地域脳卒中クリティカルパス導

入検討会議

ワーキンググループでの具体的検討

・平成19年９・１０月

ワーキンググループでの検討会実施(2回）
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飛騨地域脳卒中クリティカルパス
導入検討会議

• 平成19年11月8日
第2回飛騨地域脳卒中クリティカルパス

導入検討会議

・ワーキングの経過報告

・具体的な連携パスの内容を確認

・飛騨地域における脳卒中医療・福祉連携図

飛騨地域脳卒中クリティカルパス
導入検討会議

• 平成19年12月20日
第3回飛騨地域脳卒中クリティカルパス

導入検討会議

・脳卒中情報書の作成

・ 導入にむけての具体的な検討

（患者への説明書等、同意書、医療機関等

関係機関へのパス運用依頼書の作成等）
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脳卒中情報書の流れ図

飛騨地域
脳卒中クリティカルパスの特徴

• 医療機関だけでなく、介護・福祉分野との
連携が進み、患者本位のシームレスなケア
が提供できる。

（老人保健施設、訪問看護ステーション、市村地域
包括支援センターのクリティカルパスへの参加）

• 急性期・回復期に比べ、むしろ維持期に重
点を置いたケアのシステムで、福祉関係施
設の役割(位置づけ）が明確にされている。
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今後の課題

• 脳卒中パスで得られた情報のデータベース化

• 情報の集約・管理(情報ホスト）の必要性

• 脳卒中以外の病気を併発した場合の総合的な
パスの作成

• 運用開始後に発生する問題への取り組み

(パスの改善・見直し）
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〔事例３〕 

「脳卒中地域連携パス策定における 

富山市保健所の取り組み」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例提供者 

黒澤  豊 （富山市保健所長） 
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脳卒中地域連携パス策定における
富山市保健所の取り組み

富山市保健所長 黒澤豊

内 容

１．富山市の概要

２．脳卒中総合対策事業について

３．富山脳卒中地域連携パスについて

富山市の概要

◆ 地理的特性
総面積 1241.85km2

距離 東西60.7km 南北43.8km

海抜0mから標高約3000mに及ぶ
広大な面積を有し、古くから川で
結ばれた文化圏を形成。

◆ 歴史的特性
・売薬で「くすりのとやま｣の名が知れ渡る。
・水力発電の豊富な電力により工業が発展。
・平成８年に中核市に指定。
・平成17年４月に「富山市」「大沢野町」「大山町」「八尾町」
「婦中町」「山田村」「細入村」の７市町村の合併により、

新「富山市｣が誕生。
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富山市の人口・人口動態

◆人口 417,646人
◆世帯 157,675世帯

★出生率 8.8
★合計特殊出生率 1.38
★死亡率 9.1

★老年人口割合 22.7

（平成20年5月末）

（平成18年）

（平成19年9月末）

【世帯数および人口の推移】
（各年12月末現在）
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富山県全域

富山医療圏

【富山県脳卒中情報システムによる脳卒中患者登録状況】

【富山市の脳卒中の死亡・平成１７年】

★脳血管疾患死亡数 493人
率 117.8 （県 133.6 全国 105.7）

SMR 94.1 （県 95.1 全国 100）

★中核市における脳卒中死亡率
３３市のうち４番目に高い
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富山市内の脳卒中関連機関
病院 49施設 診療所 339施設
病床 一般 3,986 療養 2,694 精神 1,702 結核 70 感染症 6
二次救急病院 5 特定機能病院 1
脳卒中 急性期病院 5

回復期病院 3
維持期病院 23

介護老人保健施設 17施設 1,661床
介護老人福祉施設 22施設 1,750床

(平成20年5月末現在)

富山市の救急体制
在宅当番医制・・・・・・平日夜間・休日昼夜

休日夜間急患センター・・富山市救急医療センター（市医師会委託）

救急出動件数 13,999回（平成18年）

現場までの平均所要時間 5分30秒

富山市脳卒中総合対策事業

１ 目的

本市における総合的な脳卒中対策を構築する
・市民の健康寿命の延伸と生活の質の向上
・介護予防及び要介護度の悪化防止

２ 事業内容
脳卒中予防検診、脳卒中予防教室
研修会
脳卒中患者介護予防ケア会議
脳卒中総合対策検討委員会
調査・研究
脳卒中地域連携パス研究会

提 言

（平成17年～）
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富山市脳卒中総合対策の構築に向けての提言

発症を予防するための血圧対策１

発症から急性期医療、回復期リハビリテーション、
維持期の介護保険サービスまでを切れ目なく
つなぐ

２

地域リハビリテーションの推進３

市民が脳卒中について、正しい知識を得ること
ができるよう、脳卒中に関する情報を収集・分析し
提供する

４

脳卒中地域連携パスの作成・推進

（平成19年11月）

富山市脳卒中地域連携パス研究会及び
ワーキンググループの開催

様式マニュアルの見直し FAX送信票と説明書について検討ワーキング第7回 2月25日

パス試行後の意見交換 運用後の評価指標についてワーキング第6回 2月4日

パス試行（案）についての意見交換研究会第2回 10月10日

パス試行後の意見交換 運用後の評価指標について研究会第3回 1月28日

研究会

ワーキング

ワーキング

ワーキング

ワーキング

ワーキング

研究会

実施内容

パス（案）について意見交換第３回 8月27日

パス（案）の見直し 患者用パス（案）、マニュアル等の作成第４回 9月10日

パス（案）の見直し 使用方法の検討第５回 10月1日

検討事項開催日

パス最終版の決定 パスの実施について第4回 3月17日

パス作成について意見交換、新川医療圏でのパスの取り組み報告第２回 7月 9日

役割分担について第1回 5月28日

パスの素案を作成するためのワーキンググループの結成について第1回 4月26日

（平成19年度）
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○富山脳卒中地域連携パスの作成
基本情報、急性期情報、回復期情報、維持期情報、患者用、説明書、FAX送信票
手引書

○スケジュール

4月3月2月平成20年
1月

12月平成19年
11月

いくつかの病院等でパスを試行

説明会
（医師会）

パスの
実施

説明会
（リハビリ関係）

説明会
（介護関係）

２回

アンケート
実施

パスの
決定

研究会 ワーキング

富山市脳卒中地域連携パス作成までの経過

－365－



－366－



－367－



－368－



富山脳卒中地域連携パス運用フロー

★富山脳卒中地域連携パスの特徴★

★留意点★

・全ての患者に使用できる
・患者の各時期での達成目標がわかり、その経過が

患者本人や家族にもわかる「患者用パス」を作成
・全ての医療・福祉関係者が記載でき、知りたい情報を

掲載
・記入するスタッフの負担をできるだけ少なくした

・連携先との連携を日頃から継続的に行い、連携先の
病院・施設の情報を整理しておく

・患者の状態により異なるコースとなるので理解して
いただくように説明する

・バリアンス例：同意が得られない、合併症などで治療
が中断、死亡、軽症で支援が不要
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★運用状況

１

３

５

施設数

３維持期

５５回復期

７４急性期

件 数区 分

（平成20年4月～6月）

～富山脳卒中地域連携パス研究会員の施設での状況～

★連絡会議（仮称）の開催

・連絡会議の前に準備会を開催し、運営方法等を検討

★評価指標

・適応患者数、パス参加機関数、ADL、総治療期間、

在宅復帰率、健康寿命･･･ 検討中

課題と対策

・維持期であるかかりつけ医には診療報酬加算が
つかないのでどれだけフィードバックできるか

・ケアマネジャーへの情報提供のあり方
・転院まで、患者の診察が必要、紹介状が別に必要、

検査データが必要など施設により方法が異なる

・かかりつけ医にも記入してもらうよう、案内状を
作成し、返信用封筒をつけて依頼していく

・ケアマネジャーへの研修会を開催し、パスを普及啓発
・顔の見えるネットワークづくり、信頼関係を築いて

いくことが大切
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保健所が果たしてきた役割

・医療から介護までつながる脳卒中地域連携パス
を作成・推進

・中立な立場で連携の要となる

・パスの運用を通して、市内医療機関、
介護保険施設及び事業所の連携を強化

謝辞

この取り組みは、（財）日本公衆衛生協会の地域
保健総合推進事業の支援を受けて実施しました。

－371－



 

 

 

 

 

 

〔事例４〕 

「検疫所における新型インフルエンザ対策」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例提供者 

橋本 迪子（名古屋検疫所長） 
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検疫所における新型インフルエンザ対策 
 

名古屋検疫所 
橋本迪子 

 
 
 現段階における、フェーズ４以降の新型インフルエンザの水際対策について述

べる。 
国外で新型インフルエンザが発生した場合、感染者の水際での侵入防止を徹底

し、国内での蔓延を可能な限り遅延させることが検疫に求められている。一方、

帰国を希望する在外邦人を速やかに帰国させることも重要である。 
これらの要求に応えるため、新型インフルエンザ流行地域からの飛行機・客船

の検疫は、検疫空海港を集約化して実施される。感染のおそれのある者に対する

停留措置が実施され、それ以外の入国者に対しては健康状態をチェック後入国と

なるが、入国後の健康監視、体調に異常があった場合の連絡などのため、健康監

視者リストを作成し住居地の地方自治体に送付することとなっている。 
現在も、国内に潜入した密入国者の検疫、緊急避難時の船舶等の検疫について

は保健所長に検疫感染症の予防上必要な措置をしていただいているが、このたび

は新型インフルエンザの蔓延防止のために、検疫と国内防疫機関のいっそうの連

携が要請されている。 
これらの対策は平成 19 年 3 月に新型インフルエンザ専門家会議によってまと

められた「新型インフルエンザ対策ガイドライン（フェーズ４以降）」の中の新型

インフルエンザに関する検疫ガイドラインに沿って進められている。 
現在、新型インフルエンザ対策ガイドライン（フェーズ４以降）は改正に向け

話し合われているため、対応の変更も考えられる。 
本日は、平成 20 年 7 月 25 日時点の水際対策についてお話させていただく。 

 
別添 フェーズ４Ａ～ 新型インフルエンザの検疫対応 
   （平成 19 年 3 月 新型インフルエンザに関する検疫ガイドライン）  
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平成20年7月25日 東海北陸保健所長会

検疫所における新型インフルエンザ対策

名古屋検疫所
橋本迪子

国 際 保 健 機 構 （ W H O ）
国 際 保 健 規 則 （ I H R ）

検疫法

検 疫 業 務

港湾衛生業務

申 請 業 務

情報提供業務

水際対策

国内に常在しない感染症

の海外からの侵入防止

厚 生 労 働 省

検 疫 所

本所（１３箇所）

支所（1４箇所）

出張所（８１箇所）

感染源対策

感染経路対策

感受性者対策

○ 船舶・航空機の検疫
○ 人の検診
○ 人・貨物等の検疫
○ 人の隔離・停留
○ 場所・物等の消毒又は処分

○ 調査
・食品 ・飲料水 ・汚水・汚物
・海水 ・鼠族 ・虫類
○ 措置
・ネズミ族の駆除 ・虫類駆除
・清掃 ・消毒 ・健康診断

○ 船舶・航空機の衛生検査
○ 人・貨物に対する病原体の検査
○ ネズミ・虫類の駆除
○ 輸入貨物の消毒
○ 出国者に対する予防接種

○ 外国における検疫感染症の発生情報
○ 検疫感染症の予防法
○ 検疫感染症に関する情報の収集、分析

感受性者対策

感染症法＊
動物の輸入届
出審査業務

○ 日本に輸入される動物等
（陸生ほ乳類、鳥類、ネズミ等の死体）の審査

食品衛生法 輸入食品監視業務

○ 試験検査

○ 監視
・食品等輸入届書受理・審査
○現場検査
・腐敗、変色、有毒魚鑑別、寄生虫検査等の官能試験検査
○違反食品等の措置

○ 指導
・輸入相談
・輸入記録統計・情報収集
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感染症名 病原体 主症状 感染経路 発生地域

治療法

予防法

エボラ出血熱 エボラウイルス

（フィロ）

高熱､出血症状

不明→ヒト→ヒト

血液、体液 アフリカ 対症療法

クリミア・コンゴ出
血熱

クリミア・コンゴ

ウイルス（ブニヤ） 高熱、出血症状

哺乳類→ダニ→
ヒト→ヒト

血液、体液

東欧､中央アジア､
ロシア､中東､アフ
リカ

対症療法

ペスト ペスト菌

悪寒､発熱､リンパ
節痛

ネズミ→ノミ→ヒト
→ヒト

肺ペストは咳痰の
飛沫

オーストラリアを
除いたすべての
大陸

抗生物質

ワクチン

マールブルグ病

マールブルグウイ
ルス（フィロ） 高熱、出血症状

不明→ヒト→ヒト

血液、体液 アフリカ 対症療法

ラッサ熱 ラッサウイルス

（アレナ）

高熱、胸部痛

消化器症状、

出血

ネズミ（マストミ
ス）→ヒト→ヒト

血液、尿、唾液

西アフリカ 対症療法

痘瘡(天然痘） 痘瘡ウイルス 高熱、発疹

ヒト→ヒト

空気、飛沫 ワクチン

検 疫 感 染 症

感染症名 病原体 主症状 感染経路 発生地域 治療法

予防法

南米出血熱
アルゼンチン出血熱

ボリビア出血熱

ベネズエラ出血熱

ブラジル出血熱

フニンウイルス

マチュポウイルス

グアナリトウイルス

サビア（アレナ）ウイ

ルス

高 熱 ？→ヒト→ヒト 南米 対症療法

新型インフルエン
ザ等感染症

新型インフルエンザ
ウイルス

再興型インフルエン
ザウイルス

高 熱

呼吸器症状

ヒト→ヒト アジア？ 抗ウイルス剤

ワクチン？

鳥インフルエン
ザ（H5N1)

インフルエンザ
ウイルス

（H5N1）
高 熱

呼吸器症状

トリ→ヒト

（ヒト→ヒト

濃厚接触）

アジア、中近東

北アフリカ

抗ウイルス剤

ワクチン

マラリア マラリア原虫 高 熱 蚊→ヒト

ハマダラカ

熱帯､亜熱帯､
その他

抗マラリア剤

デング熱

デング出血熱 デングウイルス 高熱、発疹、

関節痛など

蚊→ヒト

ヒトスジシマカ

ネッタイシマカ

熱帯､亜熱帯 対症療法

検 疫 感 染 症
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検疫感染症に準ずる感染症

疾患名 病原体 主症状 感染経路 発生地域 治療法

予防法

腎症候性出
血熱

ハンタウイル
ス

発熱､出血傾
向、腎障害

野ネズミ→ヒ
ト

排泄物に接
触､飛沫

極東アジア
から東欧

対症療法

ハンタウイル
ス肺症候群

ハンタウイル
ス

高熱、筋肉
痛、呼吸困
難

野ネズミ→ヒ
ト（→ヒト）

南北アメリカ 対症療法

日本脳炎

日本脳炎ウ
イルス

高熱、脳炎 蚊→ヒト アジア、太平
洋諸島

対症療法

ワクチン

ウエストナイ
ル熱

ウエストナイ
ルウイルス

高熱､筋肉痛

発疹、脳炎

蚊→ヒト 中東､アフリ
カ、北アメリ
カ

対症療法

新型インフルエンザの検疫対応
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2008年5月28日現在
（2008.5.29更新資料）

厚生労働省健康局結核感染症課

鳥インフルエンザ（H5N1）発生国及び人での発症事例（2003年11月以降）

トルコ
人の発症者12人
（うち死亡者4人）

タイ
人の発症者25人
（うち死亡者17人）

カンボジア
人の発症者7人
（うち死亡者7人）

インドネシア
人の発症者133人
（うち死亡者108人）

中国
人の発症者30人
（うち死亡者20人）

ベトナム
人の発症者106人
（うち死亡者52人）

ロシア

モンゴル

中国 韓国 日本

タイ ベトナム

カンボジア

マレーシア

インドネシア

イラン
イラク

トルコ

カザフスタンウクライナ

ﾙｰﾏﾆｱｸﾛｱﾁｱ

ﾅｲｼﾞｪﾘｱ

ｲﾀﾘｱｽﾛﾍﾞﾆｱ

ﾌﾞﾙｶﾞﾘｱ

香港

マカオ

ｷﾞﾘｼｬ

ドイツ

ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ

イラク
人の発症者3人
（うち死亡者2人）

ｵｰｽﾄﾘｱ

フランス

エジプト
インド

ｽﾛﾊﾞｷｱ

ﾆｼﾞｪｰﾙ

ﾎﾟｰﾗﾝﾄﾞ

スイス

ｱﾙﾊﾞﾆｱ

ｶﾒﾙｰﾝ

ミャンマー

ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ
人の発症者8人
（うち死亡者5人）

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ

ｱﾌｶﾞﾆｽﾀﾝｲｽﾗｴﾙ

ヨルダン

ﾃﾞﾝﾏｰｸ

エジプト
人の発症者50人
（うち死亡者22人）

ﾁｪｺ

ﾌﾞﾙｷﾅﾌｧｿ

ｾﾙﾋﾞｱ･ﾓﾝﾃﾈｸﾞﾛ

ﾎﾞｽﾆｱ･
ﾍﾙﾂｪｺﾞﾋﾞﾅ

英国

パキスタン

スーダン

ｺｰﾄｼﾞﾎﾞﾜｰﾙ

ジブチ
人の発症者1人
（うち死亡者0人）

ジブチ

注2） 上図のうち、モンゴル、イタリア、ブルガリア、スロベニ

ア、ギリシャ、オーストリア、スロバキア、スイス、スウェーデ
ン、ボスニアヘルツェゴビナ、スペインは野鳥からの検出。

スペイン

ラオス

　　：家きん等におけるH5N1の発生国

　　：発生国のうち人での発症が認められた国

日本
2004.1~2：山口、大分、京都(家きん)
2007.1~2：宮崎、岡山(家きん)
2008.4~5：青森、秋田、北海道(野鳥)

ナイジェリア
人の発症者1人
（うち死亡者1人）

ラオス
人の発症者2人
（うち死亡者2人）

クウェート

ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ

サウジアラビア

参考：WHOの確認している発症者数は
計383人(うち死亡241人)。

出典：WHO・OIEホームページ

ガーナ

注１） 上図の他、人への感染事例として、
　　1997年香港（H5N1　18名感染、6人死亡）
　　1999年香港（H9N2　2名感染、死亡なし）
　　2003年香港（ H5N1　2名感染、1人死亡）
　　2003年オランダ（ H7N7　89名感染、1人死亡）

2004年カナダ（ H7N3　2名感染、死亡なし）
　　2007年英国（H7N2　4名感染、死亡なし）等　がある。

トーゴ

ﾊﾝｶﾞﾘｰ

ベナン

ミャンマー
人の発症者1人
（うち死亡者0人）

パキスタン
人の発症者3人
（うち死亡者1人）

（WHO・各国政府の正式な公表に基づく）　

ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ
人の発症者1人
（うち死亡者0人）

WHOに報告されたヒトの鳥インフルエンザ（H5N1）確定症例数

注：確定症例数は死亡例数を含む。
　　 WHOは検査で確定された症例のみ報告する。
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死亡数
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5

0

0

0

13

3

0

3

0

0

死亡数

32

5

0

0

0

16

7

0

3

0
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症例数

２００８年

2413834398324644合計

521061961202933ベトナム

412000000トルコ

172525121700タイ

23000000イラク

10813313200000インドネシア

2250000000エジプト

01000000ジブチ

2030580011中国

77440000カンボジア

58000000ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ
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（2008年5月28日WHO公表）　
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ＷＨＯ pandemic phase

新型インフルエンザ対策

国際的には
ＷＨＯ（世界保健機構）が新型インフルエンザ

（ヒトｰヒト感染）の出現を宣言

日本においては
首相を本部長とする新型インフルエンザ対策本部を

立ち上げ、水際対策（検疫強化=水際の停留、
検疫港の集約化、査証発給の制限）、在外邦人保護
（感染症危機情報の発出、チャーター便等の派遣）
が実施される

集約港 空港：成田、中部、関西、福岡
海港：（客船）横浜、神戸、門司
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検疫強化に伴う対応

検疫空海港の集約化

来航する飛行機、船舶を４空港、３海港に集約

・ 検疫官の集中配置（他所からの職員派遣、医看確保、宿舎）

・ 検査機器（ＲＴｰＰＣＲ機器）、乗客への簡易マスク

・ 検疫実施場所（オープンスポット、到着ゲート専有化）

・ 濃厚接触者の待機場所確保（数時間）

・ 濃厚接触者の停留場所確保（１０日間？）

・ 検疫時の混乱、トラブル対策（警備）

各機関等の対応

・ 外務省：退避勧告、現地医療機関紹介

・ 国土交通省：空港運用時間の延長、航空会社対応

・ 入管、税関：応援職員、宿泊施設

・ 海上保安庁：航行警報による情報提供（回航等）

・ 地方自治体
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3

水際対策の概要

　　　　《10日間程度》

在外邦人

外国人

海外で発生 【国　内】【航空機等】

（正常運航）
・定期便

（運航停止の場合）
・チャーター便
・政府専用機

・自衛隊機等

チェック チェック

チェック

（邦人支援）

・医療機関の紹
介等

【在外公館】

（査証発給）

・審査厳格化

・停止

【検疫】 【入国審査】　
　

入院
措置

停留

健康
監視

医療
施設

宿泊
施設

自宅

発生国滞
在の有無※健康状態

（検疫実施空港・
港湾の集約化）

【外務省】

感染症危険情報

※早期帰国

※入国制限

濃
厚
接
触
者

感
染
者

そ
の
他

の
者

※第三国から入国する場合

発生国滞

在の有無※

健康状態

チェック
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中部空港検疫所の対応
中部空港全景

新型インフルエンザの検疫対応についての課題

１．正確な通報（回航、錨地停留）

２．機内検疫、臨船検疫時の混乱回避

３．待機、停留者対応

１）十分な説明、外国人対応

２）待機場所、停留場所の確保

３）停留場所への移動手段

４）停留期間の生活（食事、寝具、着替え等）、

健康チェック、トラブル対処・・

４．関係各機関との関係構築

地方自治体、警察、航空会社、入管

５．はじまりと終わり
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新型インフルエンザ発生時
コンタクトリスクレベル別ＰＰＥ

コンタクトリスク
レベル分類

水際対策に関連する職種
例

発症者（＋） 発症者（－）

患者と接触する（可能性の
ある）者

キャビンアテンダント、ク
ルー、停留先スタッフ（１）

Ｎ９５マスク（２）
手袋、ガウン

サージカルマス
ク（２）

濃厚接触者と接触する（可
能性のある）者

税関（荷物深刻）、水先人、
地上職員、停留先スタッフ
停留先までの搬送者

Ｎ９５あるいは
サージカルマス
ク、手袋

間接的に接触する（可能
性のある）者（３）

入管、税関、動検､植防、地
上職員、消毒者、
停留先スタッフ

サージカルマス
ク、
手袋

（１）検疫官、消防隊はＰＰＥマニュアルがあるので除く
（２）発生国からの飛行機・船舶では会社毎に検討
（３）発症者の所持品、搭乗機や船舶の消毒、メンテナンスに関わる者

ＦＯＲＴＨ
for travelar’s health

http://www.forth.go.jp

“Chance favors only the prepared mind is apt.”

「偶然は準備の出来た者にのみ微笑む」

Louis Pasteur (1822-1895)
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